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都道府県別加入状況等（平成22年度実績） 

この印刷には環境に配慮した「ベジタブルインキ」と
「FSC森林認証紙」と「水なし印刷」を採用しています。
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東日本大震災・被災事業者に対する支援

　中小機構では、東日本大震災で被災された共済契約者に対する支援措置として、以下の対応をしております。
詳しくは、Ｐ２～３をご覧ください。

お知らせ

　共済契約者の取引先事業者の倒産によって売掛金債権等が
回収困難となることを共済事由として共済金の貸付けを行いま
すが、甚大な災害が発生した場合には、手形交換所では「災害
による不渡り」として取扱い、手形・小切手等について、不渡り処
分（不渡り報告への掲載・取引停止処分）が猶予されることとさ
れています。

　このため、中小企業倒産防止共済法が取引先事業者の「倒
産」と規定する「取引停止処分」の公表がされない状況となり、
共済契約者が共済金の貸付請求ができない事象が生じること
となります。この事態を解消するために手形交換所が「災害によ
る不渡り」を証明することで貸付請求できるように改正を行い
ました。

経営セーフティ共済の特例措置
（中小企業倒産防止共済制度）
経営セーフティ共済の特例措置
（中小企業倒産防止共済制度）小規模企業共済制度の特例措置小規模企業共済制度の特例措置

経営セーフティ共済　中小企業倒産防止共済法施行規則の改正について（共済事由の拡充）

　東日本大震災では、津波被害による死亡等の人的被害が多
数発生しているため、債務整理手続き（法的整理や私的整理）
が行われない債権が多数発生する可能性があります。このよう
な債権を有する共済契約者も貸付け請求ができるよう、施行規
則を改正いたしました。

　次の①～③の要件を全て満たす方が貸付け対象となります。
①取引先事業者の代表者全員が震災による死亡・生死不明等の
状態にある。②取引先事業者が従来の経済活動を継続できる見込
み及び債務を返済できる見込みがないと弁護士が判断している。
③弁護士が共済契約者に書面により支払停止を通知すること。

　3月号に掲載した経営セーフティ共済『租税特例措置』につい
て、再度、掲載いたします。お客さまへの周知をお願いいたしま
す。
　平成23年4月1日以後に終了する事業年度の確定申告から、
経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済制度）の掛金を法
人が損金として算入するには、「租税特別措置の適用状況の透
明化等に関する法律」（平成22年法律第8号）により、『特定の
基金に対する負担金等の損金算入に関する明細書』に必要事

項を記入し確定申告書に添付するのに加え、損金に算入する
金額（法人税関係特別措置の適用を受ける額）を記載する『適
用額明細書』の添付も必要になりました。『適用額明細書』を添
付しなかった場合は損金への算入が認められませんのでご注
意ください。
　詳しくは税務署へお問合わせください。

※個人事業主の方は添付する必要はありません。

対　象
掛　金

共済契約者
貸付け

特例災害時貸付け
共済金等

特 例 措 置 の 概 要
・納付期限の延長
・災害時貸付けの適用
・共済契約者貸付けの延滞利子免除
・特例災害時貸付けの実施
・共済金等の請求関係書類の省略等

対　象
掛金
共済金

一時貸付金
解約手当金

特 例 措 置 の 概 要
・納付期限の延長
・償還期日の繰下げ
・返済の猶予（一時貸付金）
・請求手続きの柔軟な対応

小規模企業共済・経営セーフティ共済に特例措置

経営セーフティ共済  「租税特別措置」のお知らせ（再掲載）経営セーフティ共済  「租税特別措置」のお知らせ（再掲載）

●「災害による不渡り」の共済事由化
　 甚大な被害によって支払いができなくなった取引先事業者の手形等を所持する場合には、共済金の貸付けが受けられます。

●「特定非常災害による支払不能」の共済事由化
　 特定非常災害で取引先事業者の代表者の全員が死亡・生死不明・所在不明となり、債務の支払いが著しく困難であると弁護
 士が判断した場合には、共済金の貸付けが受けられます。




